
京都府再生可能エネルギーの導入等の促進に関する条例（仮称）の骨子 

に対する御意見等と御意見等に対する考え方 

 

◆ 意見募集期間 

平成２７年３月１３日（金）から平成２７年４月９日（木）まで 

 

◆ 御意見等の件数 

  ７１件（御意見等提出者数 ３５人） 

 

[御意見の概要] 

条例制定、骨子に対する全般的な御意見・・・１１件 

条例骨子の各項目に対する御意見・・・・・・・・２１件 

条例に関するその他の御意見など・・・・・・・・・３９件 

 

【条例制定、骨子に対する全般的な御意見】 

番号 御意見等 御意見等に対する考え方 

１ 

 

 

 

 

 

 

再生可能エネルギーの導入等

を促進することが、安全で安心なエ

ネルギーの安定的確保と温室効果

ガスの削減につながりますので、本

条例に賛同します。 

その他同様の御意見等：８件 

計：９件 

御賛同いただきありがとうございます。 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

再生可能エネルギーの導入促

進は重要との意識ですが、本条例

を制定することの意義がよく分かり

ません。 

その他同様の御意見等：１件 

計：２件 

 送電線の容量不足による系統への接

続保留などの課題を踏まえ、再生可能エ

ネルギーの導入等に関する具体的な施

策を条例で定め、その導入等の取組を

促進することで、温室効果ガスの排出抑

制と安全で安心して使用できるエネルギ

ーの安定的な確保を図るものです。 

 

【条例骨子の各項目に対する御意見】 

番号 御意見等 御意見等に対する考え方 

＜実施計画＞  

３ 

 

 

 

 

再生可能エネルギーの導入等

に関する施策の目標を明確にすべ

きです。 

その他同様の御意見等：４件 

計：５件 

再生可能エネルギーの導入等に関す

る施策の目標は、本条例に基づく実施計

画において定めることとしています。 

 



４ 

 

 

 

実施計画で掲げた目標を達成

するよう努力してほしい。 

 

 

本条例に基づき策定する実施計画に

掲げた施策を関係団体と連携を図りなが

ら推進し、目標の達成を目指してまいりた

いと考えています。 

＜建築物に係る施策＞ 

５ 

 

 

 

 

 

すべての建築物を対象に新築

又は増築しようとする者は、再生可

能エネルギーの導入を義務づけて

はどうでしょうか。 

 

 

義務づけについては、温室効果ガスの

排出量や社会的責任の大きさ考慮するこ

とが必要であり、本条例では、省エネ法

に基づく省エネルギー措置の届出対象と

なる一定規模（延べ床面積２，０００㎡）以

上の建築物を対象としています。 

６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物への再生可能エネルギ

ーの導入等の促進について、具体

的な取組が分かりません。 

 

 

 

 

 

 

 

建築物の新築や増築は、再エネ設備

の導入の機会であり、本条例では、建築

主は再エネ設備の導入に努めるとともに

、設計者及び施工者は、建築主に対し再

生可能エネルギーの導入に係る情報提

供や助言を行うよう努めるものとしていま

す。 

また、一定規模以上の建築物の新築

及び増築時に、再生可能エネルギーの

導入を義務づけることとしております。 

７ 

 

 

 

 

 

 

一定規模以上の建築物に関し

て、再生可能エネルギーの導入等

を義務付けることは過剰な義務の

賦課であると思います。 

その他同様の御意見等：１件 

計：２件 

 

この義務規定は、京都府地球温暖化

対策条例に基づき平成２４年４月から実

施しているものを本条例に移管したもの

です。導入義務を課す建築物は、法律に

よる義務化規定と整合を図り、省エネ法

に基づく省エネルギー措置の届出対象と

なっている建築物と同じ規模要件として

います。 

＜一般電気事業者等に係る施策＞ 

８ 

 

 

 

一般電気事業者等に対する再

生可能エネルギー供給拡大計画

書については、作成・提出だけで

なく、導入状況についても報告さ

せる必要があると思います。 

計画書を作成・提出した者は、計画の

実施状況も報告することとなっています。

なお、この義務規定も、京都府地球温暖

化対策条例に基づき実施しているものを

本条例に移管するものです。 

＜地域協働による施策＞ 

９ 

 

 

地域にある再生可能エネルギー

を利用して得た利益が、地域に還

元する施策を行ってほしい。 

いただいた御意見も参考に、再生可能

エネルギーの導入等が地域の活性化に

つながるよう施策を進めてまいります。 



１０ 

 

 

 

 

 

 

導入推進団体は具体的にどのよ

うな団体なのか分かりません。府民

が導入推進団体の活動に参加す

ることはできるのでしょうか。 

その他同様の御意見等：３件 

計：４件 

 

導入等支援団体については、再生可

能エネルギーの導入等に関する啓発や

再生可能エネルギーの導入等を行う者

に対し技術的又は財政的な支援を行う団

体と定義しており、府内には、現に、こうし

た活動を展開されている団体があり、多く

の府民も参加されています。 

１１ 

 

 

登録導入推進団体に対し、不動

産取得税の免除とあるが、法人税

の減・免税をしてはどうでしょうか。 

知事の登録を受けた導入等支援団体

には、地域の活性化に資する公益性の

高い活動を行っていただくことから、当該

団体を支援するために、法人府民税の

均等割及び不動産取得税を免除するも

のとしております。 

 

１２ 

 

 

 

登録導入推進団体の府税を免

除してまで、再生可能エネルギー

の導入等の促進を行う必要がある

のでしょうか。 

１３ 

 

 

 

登録導入推進団体への財政支

援については税制優遇でなく、補

助金の創設などの財政支援の方

がよいと思います。 

いただきました御意見については、今

後、地域協働による再生可能エネルギー

の導入等の促進に係る施策を検討する

際の参考とさせていただきます。 

＜周辺環境への配慮＞  

１４ 

 

 

 

 

再生可能エネルギーを導入する

際には、自然環境や景観に配慮

する必要があると思います。 

その他同様の御意見等：１件 

計：２件 

再生可能エネルギーの導入等を行お

うとする者は、周辺の環境への負荷を低

減することなどに努めることを定めていま

す。 

 

   

【条例に関するその他の御意見等】 

番号 御意見等 御意見等に対する考え方 

１５ 

 

 

 

 

再生可能エネルギーを大量に

導入すれば、府民の負担が増える

と思います。 

その他同様の御意見等：２件 

計：３件 

固定価格買取制度について、需用者

による負担が過度のものとならないよ

う、設備認定、買取価格、買取期間等

の適切な運用を国に要望しています。 

１６ 

 

 

 

 

 

 

太陽光の買取価格を下げないよ

う、国に働きかけてほしい。 

 

 

 

 

 

再生可能エネルギーは、規模拡大に

伴い導入コストの低減が進んでいるこ

とを踏まえ、固定価格買取制度の社会

的便益と賦課金など国民負担との関係

を明らかにし、国民全体の理解のもと

に、再生可能エネルギーの導入拡大を

推進することを国に要望しています。 



１７ 

 

 

 

 

 

電気事業者に、再生エネルギー

により発電された電気の買取を進

めるように、強く義務づけてくださ

い。 

 

 

電気事業者は、固定価格買取制度の

下で再生可能エネルギー電気の買取を

義務付けられています。なお、送電線

の容量不足による接続保留問題に関し

ては、国が抜本的な対策に責任を持っ

て取り組むよう要望しています。 

１８ 

 

 

 

 

再生可能エネルギーの普及を

加速させるよう国に働きかけてほし

い。 

その他同様の御意見等：１件 

計：２件 

再生可能エネルギーの導入目標値を

早期に設定し、再生可能エネルギーの

導入拡大を最大限加速することを、国

に要望しています。 

１９ 

 

 

 

 

各地域の特性を考慮し、再生可

能エネルギーの導入を促進してほ

しい。 

その他同様の御意見等：３件 

計：４件 

京都府では、平成２４年度に府内の再

生可能エネルギーの種類ごとの賦存量、

導入可能量の調査を行い、その結果に基

づき、再生可能エネルギーの最大限の導

入拡大を進めているところです。 

２０ 

 

 

 

 

府内で再生可能エネルギーの

導入が進むよう、普及啓発のため

の活動を行ってほしい。 

その他同様の御意見等：２件 

計：３件 

府は、広報活動等を通じて、普及啓発

を図ることを定めています。関係団体等

の御意見を聴きながら、効果的な普及啓

発のあり方を検討してまいります。 

２１ 

 

 

 

 

再生可能エネルギーの導入を

促進させるため、多様な主体が連

携できるような仕組みを構築して欲

しい。 

 

再生可能エネルギーの導入等の促進

に向け、府は、府民、事業者、導入等支

援団体、大学その他研究機関及び市町

村と協働及び連携して取り組むことを定

めています。 

２２ 

 

 

 

「再生可能エネルギー基金」の

設立を提案します。 

その他同様の御意見等：１件 

計：２件 

税制上の優遇措置を設けるなど、府は

必要な財政上の措置を講じることとしてお

ります。いただいた御意見は今後の施策

の参考とさせていただきます。 

２３ 

 

 

共同住宅への太陽光発電など

の再生可能エネルギーの導入支

援をしてほしい。 

府民向けの支援として、情報提供や相

談等の体制整備、円滑な資金提供の確

保に努めることを定めています。 

２４ 

 

 

 

 

再生可能エネルギー（太陽光、

太陽熱や木質バイオマスなど）の

利用が進むような支援をしてほし

い。 

その他同様の御意見等：１４件 

計：１５件 

再生可能エネルギーの導入等におい

て、導入等支援団体や中小事業者等に

対して税制上の優遇措置を講じることを

定めています。 

 



２５ 

 

 

 

 

 

府内の公的施設への再生可能

エネルギーの導入を率先して導入

するなどの施策が必要と思いま

す。 

その他同様の御意見等：１件 

計：２件 

府、府民及び事業者は、再生可能エ

ネルギーを優先して利用することを定め

たほか、不特定多数の者が利用する施設

への再生可能エネルギーの導入等に努

めることを定めています。 

２６ 

 

 

 

 

エネルギーの地産地消を目指し

た施策が必要と思います。 

 

 

 

エネルギーの地産地消を進めるため、

太陽光発電と蓄電池等を組み合わせた

自立型の再生可能エネルギーの導入を

行う者に支援を行う施策を定めていま

す。 

２７ 

 

 

 

 

京都府や導入推進団体など多

様な主体が新エネルギーの供給

会社になってもよいかも知れない。 

 

 

府も、風力や消化ガス発電に取り組ん

でおりますが、府民や事業者など多様な

主体が、再生可能エネルギーの導入に

参画できるよう、条例に基づく支援を進め

てまいります。 

２８ 

 

 

 

 

 

 

再生可能エネルギーの導入に

関し、総合的にプランニングできる

人材やエネルギー分野に精通した

人材（エネルギーコンシェルジュ）

の育成に関する施策が必要と思い

ます。 

その他同様の御意見等：１件 

計：２件 

導入等支援団体への支援や、府民等

に対する相談体制の整備などを通じて、

人材育成を図っていきたいと考えていま

す。 

 

 


